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Change of organizational Culture on sales department
Yoshihiro Inoue
　「組織文化を変革するにはどうすればいいか」に答えることが、本稿の研究目的である。私は、組織
文化がどういう構造になっているかを解き明かす。また、どのようにすれば変革できるかのモデルを
構築する。さらにそれらを事例で立証する。
　組織文化とは基本的仮定である。それが問題認識前提や意思決定前提になって問題解決活動を行う。
これが繰り返し行われることによって基本的仮定が強固になる。
　一度出来上がった組織文化を変革するには、「組織文化の変革の５段階モデル」にしたがって問題解
決活動をする必要がある。第１段階「環境変化の知覚と改革の決断」、第２段階「手法の決定とその学
習」、第３段階「手法の実務適用と学び合い」、第４段階「標準とＰＤＣＡ（Plan Do Check Act）」、第５
段階「組織成員の基本的仮定の変化」である。
The purpose of this paper is to answer the following question, “How can we reform the organizational
culture.” I will explain the structure of organizational culture and establish the model to change it.  Also I
will confirm the structure with using some sample cases.
We can regard the organizational culture as basic assumption for understanding of problems and for
decision making.  In other words, organizational culture is a premise for such activities.  On the basis of the
organizational culture, all the problem solving activities are done.  As a result of repetition of these activities,
the organizational culture as basic assumption will be solid.
In order to reform the organizational culture after it has fixed once, the following problem solving activities
according to the “5 step model for change of organizational culture” are needed; the first step is
“consciousness of change in environment”, the second step is “decision of techniques and learning of them”,
the third step is “application of techniques to practical business and share the techniques each other”, the
fourth step is “standardization and PDCA(Plan Do Check Act)”, and the final step is “Change of basic
assumption among the member of organization.”
組織文化　基本的仮定　問題認識前提　意思決定前提　問題解決活動　全員参加　問題解決手法　Ｋ
Ｔ法　共通言語
Organizational Culture,  Basic Assumption,  Premise for understanding of problems,  Premise for decision making,
Problem solving activities,  Participation by entire members,  Techniques for problem solving,  KT method,
Common language
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Ⅰ　はじめに
１　研究目的と方法
　「組織文化を変革するにはどうすればいいか」
に答えることが、本稿の研究目的である。それ
には、組織文化がどういう構造になっているか
を解き明かし、どこをどうすれば変革できるか
のモデルを構築し、事例で立証する必要がある。
私は、Ｅ．Ｈ．シャインの組織文化の定義を一歩
進めて構造化し、Ｒ社の営業部門における組織
文化の変革事例で立証する。
　組織文化の変革のモデルと実証事例をこれま
で２回発表してきた。（注１）しかし、今回は２つ
の点で違いがある。第１に、今回の事例はリー
ダーＨ氏の下で筆者自身も携わった事例である
ことである。第２に、先回の実証事例が組織の
トップの決断によって始まったのに対して今回
の事例は思いを持った人たちが先行して進め､あ
る程度成功してからトップが承認して一気に進
展した事例であることである。第１点により､修
飾のない事実が提示できると思われる。また第
２点により､「組織文化が変革できないのはトッ
プに能力がないからだ」とトップのせいにする
ことなく､係長や課長クラスであってもその気に
なれば組織文化の変革は可能であることが提示
できると思われる。
２　問題解決実践と組織文化の関係
　組織文化とは、「各企業の構成員が共有してい
る基本的仮定」である。（注２）シャインはさらに、
組織において基本的仮定が当然と見なされるよ
うになるのは、｢繰り返し確実に｣「問題を解決す
るからである」と述べている。（注３）私もそう考
える。ただし、シャインは、基本的仮定と問題
解決活動の関係について述べるにとどまってい
た。私は、「問題認識前提」と「意思決定前提」
の概念を採用することで基本的仮定と問題解決
活動の関係を構造化することができたと考えて
いる。
　シャインの考えを一歩進めると、基本的仮定
とは「問題認識や意思決定の前提になること」で
あるということができる。問題を問題として認
識するときの「あるべき姿」の前提になること
である。意思決定をするときは、目標前提にな
ることである。
　問題とは、あるべき姿と現状の差（ギャップ）
である。そこで問題は４種類になる。第１に、あ
るべき姿も現状も分かっている問題（実施問
題）、第２に、あるべき姿はわかっているが現状
がわかっていない問題（改善問題）、第３に、あ
るべき姿がわかっていないが現状はわかってい
る問題（設定問題）、第４に、あるべき姿も現状
もわかっていない問題（潜在問題）である。（注４）
　いずれにしてもあるべき姿の前提には基本的
仮定が含まれる。たとえば、「生産性を向上させ
たい」や「売上や利益を増大したい」、「企業イ
メージを高めたい」「環境にやさしい企業であり
たい」「顧客満足を高めたい」などの基本的仮定
があるからあるべき姿が設定され、そのあるべ
き姿に達していない差を問題として認識する。
　意思決定の前提とは次のようなことである。
Ａ案・Ｂ案・Ｃ案の３案のどれでいくかを決定
するとき、案の評価基準の重要な項目の一つに
基本的仮定はなる。「環境にやさしい企業であり
たい」という基本的仮定の組織では、Ａ案・Ｂ
案・Ｃ案の中で環境にやさしいのはどの案かが
重要な評価基準になる。
　同時に、問題認識や意思決定の問題解決活動
を通じて基本的仮定が作られるという相互関係
になっている。
　以上の関係を図にすると次のようになる。
　すなわち、基本的仮定が問題認識前提や意思
決定前提になって問題解決活動を行う。この問
題解決活動が繰り返し行われることによって基
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本的仮定が強固になり、当然と見なされるよう
になる。この関係がスパイラルに回って、基本
的仮定が確立していく。
　問題解決が失敗に終わることもある。失敗が
続くと基本的仮定にゆらぎが生じ、新たな基本
的仮定への機運が生まれる。
Ⅱ　企業文化変革の５段階モデル
　私が提唱している企業文化変革の５段階モデ
ルは、第１段階「環境変化の知覚と改革の決断」、
第２段階「手法の決定とその学習」、第３段階「手
法の実務適用と学び合い」、第４段階「標準とＰ
ＤＣＡ（Plan Do Check Act）」、第５段階「組織
成員の基本的仮定の変化」である。
く変化し、今までのやり方を続けていけば会社
がとり残されてしまうことを自覚することから
始まる。まず、問題解決活動の面で失敗が続く
ことによって知覚する。商品へのクレームが多
発するようになったり、売れる商品が開発でき
なくなったり､競合企業に負けるケースが多く
なったり、業績が低迷しだしたりというように､
問題解決活動に成功しないケースが多くなるこ
とによって知覚する。　
　次に、問題認識と意思決定の前提になってい
る基本的仮定が違うのではないかと感じる人が
現れる。また、新しい基本的仮定の仮説を提示
する人が現れる。さらには、新しいやり方で問
題解決の成功事例を生み出す人が現れる。その
ような人が何人か出現して、新しい基本的仮定
の仮説が芽生えていく。今回のケースはまさに
このように進んでいくが､他社の成功を分析して
ここにたどり着くこともある。モトローラの成
功事例を分析して決断したＧＥのケースが後者
に当る。
　組織文化の変革の決断は､組織のトップがする
ことが多い。ＧＥのジャックウェルチがシック
スシグマを活用して実施した企業文化の変革が
それに当る。（注５）組織のトップが決断するので
はなく、プロジェクトチームや思いを持ってい
る人が先行して始めていて、成功事例がたくさ
ん出るようになってから組織のトップが承認し､
大々的に展開されるようになるケースもある。
今回の営業部門における組織文化の変革がそれ
に当る。
２　第２段階－手法の決定とその学習
　モデルの第２段階は、新しい基本的仮定によ
る問題解決実践活動を成功させるための「手法
の決定とその学習」である。新しい基本的仮定
に合致する手法を選択し､それを組織全員が学習
する。
１　第１段階－環境変化の知覚と改革の決断
　組織文化変革についてのわれわれのモデルの
第１段階は、自社を取り巻く内外の環境が大き
基本的仮定と問題解決の関係
組織文化変革の５段階モデル
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　ＱＣ手法やＫＴ法、ＩＳＯ9000、ＩＳＯ14000、
シックスシグマなどから１つを選定して全社員
が学習する。学習は、トップ層から始まってミ
ドル層へ、そして一般社員層へと展開させる。
トップ層が率先して学習することにより、「この
手法で全社を変える」意気込みを示す。ポイン
トは、同じ手法を全社員が学習することである。
全員参加が必要条件である。
　もう１つの必要条件は、問題解決の仕方が手
法に入っていることである。基本的仮定が変わ
るのは、問題解決活動を繰り返し行い、成功事
例がたくさん生み出されるからである。した
がって、問題解決の仕方の入っていない手法は、
組織文化の変革には役立たない。問題解決実践
活動と全員参加が組織文化変革の必要条件であ
る。
３　第３段階－手法の実務適用と学び合い
　モデルの第３段階は、第２段階で学習した手
法を活用して職場での業務改善･業務改革に取組
む「手法の実務適用と学び合い」である。業務
における問題や関心事を出し合い、第２段階で
学習した手法で解いてみる。
　職場の問題解決に実務適用することで手法が
さらにマスターされ、物の見方・考え方、問題
解決のやり方、意思決定のやり方や行動の仕方
が変化する。手法の実務適用は、手法を使って
問題を解決するのと同義である。
　問題が明らかなものは、原因を究明して対策
案を考え実行する。問題が漠然としているもの
は、問題を明確に設定することから始める。
４　第４段階－標準とＰＤＣＡ
　モデルの第４段階は、「標準とＰＤＣＡ」であ
る。 ＰＤＣＡのＰ（ Plan ） は、計画達成のため
の標準を決めること、Ｄ（ Do ）は決めた標準を
守って作業を行うこと、Ｃ（ Check ）は管理特
性を測定して異常かどうかの判断、すなわちこ
の標準または行動でよいかどうかの検討を行う
ことである。Ａ（ Act ）は計画が真に達成でき
るように標準や行動（実施）の悪さの原因を見
つけて標準を改定し再発防止を行うことである。
　標準は、標準書という明文化されたものだけ
でなく、明文化されない形でも組織成員に蓄積
される。全員で計画を立て、実施し、その結果
の評価をして標準の改定をするので、その活動
を通して標準が頭に入ってしまう。標準書に明
文化された価値は「形式知」であって、明文化
されない価値が組織成員に「暗黙知」として残
る。（注６）これらの知が、新たな問題解決のＰＤ
ＣＡを回すときに想像性や創造性となって表わ
れ、新たな価値を創造していく。
　この第４段階では､新しい基本的仮定に沿った
問題解決実践活動を支援する仕組を開発したり、
その仕組に改善を施したりする。成功事例の
データベースや新しい評価制度などである。
５　第５段階－組織成員の基本的仮定の変化
　「組織成員の基本的仮定」は、第２段階の「手
法の決定とその学習」、第３段階の「手法の実務
適用と学び合い」、第４段階の「標準とＰＤＣＡ」
の活動を通じて変化する。手法を活用して問題
解決を実践する活動を通じて組織成員の基本的
仮定が変化する。すなわち、新しい組織文化が
形成される。モデルの第５段階である。基本的
仮定の変化は、第１に、共通言語が飛び交うよ
うになる。ＱＣ手法では「ばらつき」、ＫＴ法で
は「Must/Want」のような言葉が職場内で飛び交
うようになる。第２に、思考手順が標準通りの
ステップを踏むようになる。第３に、標準を守
る行動が身につく。第４に、思考と行動の正確
性と迅速性が向上される。第５に、ホンダの「３
現主義（現場・現物・現実）」（注７）やＮＥＣの「現
場100回」（注８）、リコーの「現場の事実こそが最
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高の権威」（注９）、ＧＥの「組織の目を内側ではな
く外側の顧客に向けさせる」（注10）というように、
顧客視点・現場重視に変化する。
６　手法を活用した活動が企業文化を変革する
理由
　手法を活用した活動が企業文化を変革する理
由の第１は、ＱＣ手法やＫＴ法、ＩＳＯ9000、Ｉ
ＳＯ14000、シックスシグマのような手法には、
物の考え方や行動の仕方の順序が標準化されて
いるからである。
　第２は、手法を活用した問題解決の実践活動
では、弁証法的唯物論の認識論に基づいた実践
がなされるので、「観念論」や「経験論」に陥る
ことなく、真理を発展させることができるから
である。企業文化変革の第３段階の「手法の実
務適用と学び合い」は、「実践を通じて真理を発
見し」ているプロセスであり、第４段階の「標
準とＰＤＣＡ（Plan Do Check Act）」は、「さら
に実践を通じて真理を実証し、真理を発展させ」
ているプロセスである。「ＰＤＣＡを回す」活動
は、まさに「実践、認識、再実践、再認識」が
「循環しつつ無限にくりかえされ、そして一循環
ごとに、実践と認識の内容は、より高い程度の
ものに進んでいく」という「弁証法的唯物論の
認識論」を実践していることになる。（注 11）
Ⅲ　組織文化の変革事例
　組織文化を変革するにはどうすればよいかの
モデルの構築を試みてきた。以下では、「組織文
化の変革の５段階モデル」を実証するＲ社・営
業部門の事例を取り上げる。1985年から今まで
約20年間にわたって取組み、組織文化の変革に
成功した事例である。
１　環境変化の知覚と改革の決断……第１段階
（1）　Ｘ社の牙城に参入、しかし苦戦
　Ｒ社Ｘ社Ｃ社の３社は、企業規模別にそれぞ
れ強みを発揮していた。大手に強いＸ社、中手
に強いＲ社、小企業に強いＣ社の構図が1985年
頃出来上がっていた。Ｘ社が海外から持ち込ん
だマシンは高価であり、大手企業しか導入でき
なかった。基本特許が切れると同時にＲ社とＣ
社などの企業が参入し、中手市場に電子リコ
ピーを導入していたＲ社はそれを一気にＰＰＣ
に置き換えて中手市場のシェアを抑えた。複写
機の販売ルートをカメラ店に頼らざるを得な
かったＣ社は、こつこつと小企業に導入して
いった。
　台数のシェアでＸ社を抜き第１位にたったＲ
社の次のターゲットは、大手市場であった。大
手市場はＸ社の牙城である。そのＸ社を攻撃す
る戦略を 1985年にＲ社は打ち出した。
　Ｘ社は大手企業とＸＡＰ契約という契約を結
んでおり、お客様を３つの観点で囲い込んでい
る。一つは、「台数」で囲い込む。すなわち、50
台契約しますと１台当たりのレンタル料金をい
くら値引きします、100台契約ならいくら値引き
しますとディスカウントする。従って、他社の
機械が導入されてＸ社の機械が減少すると１台
当たりのレンタル料金が上がる仕組みである。
　もう一つは、「コピーボリューム」で囲い込む。
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普通紙複写機・ＰＰＣ（プレン・ペーパー・コ
ピア）という商品は、保守サービスが大事にな
る。保守サービスを定期的にしないときれいな
コピーが撮れない。その保守サービスにかかる
費用を１枚のコピー料金という形で回収する方
式をどのメーカーも採用している。コピーを１
枚撮ると７ 円とか、６円50銭とか、あるいは６
円とかの料金を設定する。
　大量にコピーを複写する大手企業のお客様に
Ｘ社は、「月間30万枚お使いいただきましたら１
枚あたり５円50銭で結構です。50万枚お使いに
なるお客様では５円にします。100万枚とってい
ただければ、４円30銭にします」と１枚当たり
の保守サービス料金をコピーボリュームに比例
してディスカウントする。従って、他社の機械
が導入されてＸ社のコピーボリュームが減少す
ると１枚当たりのコピー料金の単価が上がるよ
うに設定されている。これが２つめの縛りであ
る。
　３つめは、「人で縛る」ということ。大手企業
のお客様には、ＰＰＣが効率的に使用されてい
るかを管理する担当者がいる。その人との人間
関係を濃密にするという形でＸ社シンパにして
いく。Ｘ社大好き人間にしていくわけである。
　以上のように、Ｘ社は大手企業のお客様を台
数で縛り、コピーボリュームで縛り、人間で縛っ
てユーザーを囲い込む。そういう状況において、
Ｘ社のユーザーをＲ社のユーザーにするのは並
大抵のことではない。実際、狙った目標には遠
く及ばない成果しか出せなかった。
　優秀な営業マンが果敢に攻撃するが、Ｘ社の
牙城を崩せない。商談のやり方に疑問の声があ
ちこちであがった。そのような状況の中で、２
つの流れが生まれた。１つは、今回のメインテー
マであるＫＴ法を活用した提案運動であり、も
う１つはＯＥＡ実践研究会である。そのいずれ
もが、Ｒ社に長く根づいてきた「商品効用訴求
型」を否定する商談スタイルを目ざすもので
あった。当時Ｒ社では、企業文化・組織文化と
か基本的仮定という言葉を口にする者はいな
かったが、今思うと、まさに基本的仮定の否定
であり、新しい組織文化の成立を目指す動きで
あった。
（2）　新たな基本的仮定の仮説の芽生え……商品
効用訴求から問題解決提案へ
　Ｒ社の営業部門の組織文化、すなわち基本的
仮定は､「商品の効用を理解していただければ、
お客様は喜んで購入してくださる」（商品効用訴
求型販売）であった。私が入社して30数年にな
るが､入社したときには､商品の効用を説明・説
得せよと教えられた。
　長年続いていた営業部門の組織文化・基本的
仮定を、「お客様の問題を解決する提案ができれ
ば、お客様は喜んで購入してくださる」（問題解
決提案型販売）に変えようとした。大手企業へ
の参入を目ざしてＸ社と競合し、負け続けてい
るなかで、現在の基本的仮定へのゆらぎが生じ、
新しい基本的仮定を確立しなければの機運が芽
生えたのである。
　訪問販売はお客様へ商品を販売するわけであ
るが、その販売方法は２つある。１つは、長く
Ｒ社の販売方法であった商品効用訴求型販売で
あり、もう１つがこれから築いていこうとして
Ｒ社販売部門の組織文化
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いる問題解決提案型販売である。
　商品効用訴求型販売は、販売する商品の機能
のうちでお客様に喜ばれなおかつ競合機に勝て
る機能（それを特長という）をまず導き出す。そ
の特長から出発してお客様に役立つことを説明
して購入意欲を高めていく販売方法である。
　たとえば、次のような商談トークとなる。「わ
が社のカラー複写機は、他社の機械と違って用
紙を水平に搬送しています（特長）。水平に搬送
しますから、薄手の紙でも厚手の紙でも搬送さ
せることができます（一次効用）。いろいろな紙
に複写できますので、クライアントへのプレゼ
ン資料に迫力をつけることができます（二次効
用）。したがって、競合会社との提案コンペに勝
てるというものです（三次効用）」。
２　組織文化の変革を実現する手法の決定と教
育……第２段階
　大手市場に参入してＸ社を叩くには販売部門
の組織文化を問題解決提案型販売へ変革する必
要がある、と感じていた人間が何人かいた。そ
の一人・Ｈ氏は、問題解決提案型販売への販売
方法の変革のための手法としてＫＴ（ケー
ティー）法を採用した。ＯＥＡ実践研究会を主
宰していたグループは、ＳＰＩＮ（スピン）法
を採用した。ＫＴ法とＳＰＩＮ法はともに、問
題解決提案型販売へ組織文化を変革するのに有
効な手法であった。ただし、活動規模としては
ＫＴ法を活用した提案活動による組織文化の変
革が中心であり、ＳＰＩＮ法はその補助的位置
づけで作用した。したがって本稿では、ＫＴ法
を活用した組織文化の変革の活動を中心に記載
していく。
（1）　ＫＴ法
　問題解決提案型販売への中心手法であるＫＴ
法について簡単に説明する。（注 12）
　これに対して問題解決提案型販売は、次のよ
うなプロセスを踏んで契約にもち込む。まず、お
客様の業務に着目する。仕事内容といってもい
い。そして、その中での問題（関心事という）を
調査し、お客様のやるべきこと（課題という）の
統合を図る。次に、問題解決時の期待成果を明
らかにして、問題解決のための案から最適案を
選んで契約という意思決定をしてもらう。
　以上が商品効用訴求型と問題解決提案型の違
いである。
　
　ＫＴ法は、ケプナーとトリゴーが作った問題
解決・意思決定法である。ＫＴ法では､我々が分
析しなければならないことは４つあるという。
　第１に状況分析（状況把握ともいう）。現状が
どうなっているかを整理して、課題を明らかに
する。課題とは､目的達成のためにやらなければ
ならないことである。
ＫＴ法とは
商品効用訴求型と問題解決提案型の違い
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　第２に、起こっている問題の原因を分析する
問題分析である。
　第３に決定分析。原因がわかればいくつか解
決策を考え、最適案を選んで決定しなければな
らない。
　第４はリスク分析である。案が決まればそれ
を実行することになるが､実行する前にちょっと
待てという。案を実行したときに起こるかもし
れない問題を予想して起こらないようにするた
めの予防対策と起こったときにも被害を最小に
する発生時対策をあらかじめ考えておけという。
　ＫＴ法という問題解決・意思決定の手法は、問
題解決提案型販売に完全にマッチする。問題解
決提案型販売は、お客様の問題を明らかにして
やるべき課題を統合し、その解決策の最適案を
提案し意思決定していただく販売方法だからで
ある。
（2）　ＳＰＩＮ法
　ＫＴ法活用のＫＴ提案研修会と時を同じくし
て、1985年からＯＥＡ（オーイーエー）実践研
修会が全国で展開されていた。敵の牙城である
大手ユーザーと取引をしたい、Ｘ社の機械をＲ
社の機械に置き換えたい、と懸命の営業活動を
展開したが、結果が思わしくなかった。「商品効
用訴求型」から「問題解決提案型」へ変革する
商談トークが必要であった。その手法として採
用したのがニールラッカムの開発したＳＰＩＮ
法であった。（注 13）
　分析課題や行動課題を明確にする状況分析と
実施する最適案を選び出す決定分析、さらには
最適案を実施するときにリスクを想定して予防
対策と発生時対策をあらかじめ立てるリスク分
析は、人間の思考順序通りなので誰にでも理解・
納得することができる。しかも、以上のことを
整理するワークシートがあるので、それに記入
すればたちまち提案書となる。Ｒ社の販売部門
の組織文化を変革するための手法として最適で
あった。
　ＳＰＩＮ法は４つの質問によって、顧客の問
題・関心事（潜在ニーズという）を課題と期待
成果（顕在ニーズという）に変換する話法であ
る。状況質問と問題質問をすると顧客は潜在
ニーズを表明する。その潜在ニーズを示唆質問
によって拡大し、さらに解決質問をすると顕在
ニーズを顧客は表明する。
　先のＫＴ法の関心事を潜在ニーズに、課題と
期待成果を顕在ニーズに言葉を置き換えれば同
じことを言っている。ＫＴ法は提案書を作成す
るのに優れており、ＳＰＩＮ法は顧客のニーズ
を明らかにする会話に威力を発揮する。いずれ
も問題解決提案型の組織文化づくりに有効な手
法であることに担当者達は気づいたのである。
　組織文化の変革の第２段階は、「手法の決定と
学習」である。手法の決定は組織のトップがす
４つの思考プロセスの概要
ＳＰＩＮ法の概要
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るとは限らない。今回のＲ社の場合、ＫＴ法活
用提案もＳＰＩＮ法の採用も係長・課長クラス
の発案で始まっている。ただし、ＫＴジャパン
社とＳＰＩＮ法のケンブリッジリサーチ社との
契約は、事業部長クラスの決済を得てなされた。
３　実務適用（問題解決実践活動）……第３段階
　ＫＴ法活用提案教育とＳＰＩＮ法の教育が全
国で展開され、実務適用されていった。全国で
問題解決提案活動が行われ、お客様に提案され
た提案書が本部（プレゼンテーションサポート
センター）に登録された。
育を含む）』により標準化・共有化されており、
毎年１回の全国事例発表会等で常にレベルアッ
プを図っています」。（注 14）
　この記述からも、Ｒ社の販売部門の組織成員
が問題解決提案型販売をＫＴ法を活用して実践
していることがわかる。
４　問題解決活動を支援する仕組
（標準とＰＤＣＡ）……第４段階
　ＫＴ法やＳＰＩＮ法を活用して問題解決提案
型販売の実践活動を展開していったのであるが、
問題解決提案型販売を支援する仕組を構築して
標準をつくり、ＰＤＣＡをまわしていった。
　第１に提案書作成支援のインフラを整備して、
組織化していった。第２に標準提案シートを供
給して、標準化するとともに現場の生産性を向
上させた。第３に提案書のナレッジマネジメン
トに取組んで、提案品質の向上と価値創造に寄
与しようとした。第４に提案事例発表会で成功
事例の共有と盛り上げを図った。以上の４項目
について以下で順次説明する。（注 15）
（1）　提案書作成支援のインフラ整備
　ＰＳＣ（プレゼンテーション・サポート・セ
ンター）が本部に組織され、ＢＰＣ（ベタ ・ープ
レゼンテーション・センター）が販売会社に設
置された。提案書の作成拠点であり、ナレッジ
マネッジメントの場でもある。ＢＰＣには、Ｐ
Ａ（プレゼンテーション・アドバイザー）とよ
ばれるクラークが配置されている。ＰＡは、提
案書作成のアドバイスや作成、提案書の管理が
主な業務である。
　ＰＳＣとＢＰＣの機能面を整理しておく。Ｐ
ＳＣの機能は４つある。第１の機能は、「提案ソ
フトの開発と提供」。第２の機能は、「提案力強
化教育」。課長や所長などのマネージャーやセー
ルスマン、プレゼンテーション･アドバイザー
　1994年には5,200件、95年5,800件、96年10,900
件、97年13,100件、98年15,500件の提案書が登
録されている。実務適用が着実に進んでいるこ
とがわかる。
　日本経営品質賞を 1999年にＲ社は受賞した
が、その経営品質報告書の「市場・顧客の理解
と対応」には次のように記されている。「『画像
機器の既存顧客でソリューションの未取引顧客』
のニーズは、ソリューションについては、ニー
ズ自体が潜在化している場合も多い為に、社内
の活用事例やお客様の事例を紹介しながらニー
ズを顕在化するというやり方で把握しています。
特にお客さまへの提案事例や活用事例は10年以
上にわたって継続している『ＫＴ提案（提案力
強化を狙いにＫＴ手法を活用した実践活動／教
実務適用が盛んに行われ
提案書登録件数の増大している
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（ＰＡ）に提案についての教育を開発・実施する。
第３の機能は、「ＢＰＣ支援業務」。ＢＰＣから
の様々な情報要求に応えたり、提案書の作成標
準を作成したり、作成ツールの標準化をはかっ
たりする。第４の機能は、「提案データベースの
提供」。全国から集まった提案書をデータベース
化し、またこの情報をフィードバックする。優
秀事例も配布する。
　ＢＰＣの機能は、４つの機能に分類される。第
１の機能は、提案書作成の「受付・相談サービ
ス」。第２の機能は、「ドキュメント作成サービ
ス」。第３の機能は、「情報提供サービス」。提案
のための様々な情報をセールスマンに提供する。
第４の機能は、「ドキュメント管理サービス」。過
去に作成された提案書や優秀事例の保管･検索・
閲覧のための管理をする。
（2）　標準提案シートの供給
　第２に、標準提案シートの供給である。誰で
もが提案書に使える標準的な提案シートは、本
部で作成して提供した。標準提案シートを大き
く分類すると、企業紹介や商品紹介、トレンド
情報、その他フォーマットやワークシートから
成っている。数の上では商品紹介シートが一番
多い。新製品の発売に合わせて作成されている。
トレンド情報は営業マンの情報提供ツールとし
ても使われている。
　この標準提案シートの開発コンセプトは、「美
と利便性の追究」である。以下の点に注意して
作成している。第１に、現場のセールスマンの
提案書作成にまつわる時間が低減できること。
第２、メーカーからの情報発信はタイムリーで
ある事。第３に、美しいこと（お客様に訴求効
果のあること）。第４に、現場での利用環境に影
響されにくい情報形式である事。第５に、現場
の人たちの使い勝手の良いこと。
　利用部門であるＢＰＣに「標準提案シート」を
ＰＳＣからリリースしているが、図のように２
つのルートで供給している。１つは、ネットワー
ク（Ｒ社ＷＡＮ）経由。メインルートである。も
う１つは、ネットワークインフラが全国の隅々
にまで整備されていないので、代替手段として
ＣＤ－ＲＯＭによるリリースもしている。
（3）　提案書のナレッジマネジメント
　第３に提案書のナレッジマネジメント。「ＫＴ
法を活用した提案力強化教育」を中心に、「提案
書作成支援のインフラ整備」「標準提案シートの
提供」等で支援して組織文化の変革をしようと
してきたが、最も重視しているのが「提案書の
ナレッジマネジメント」である。全国で作成さ
れた提案書を収集してデータベース化する。そ
してフィードバックして活用する。
　提案書の作成支援の仕組みを情報の流れで説
明すると以下のようになる。図の①②・・・⑧
に対応している。
①ＰＳＣでは新製品情報や各種の関連情報を基
標準シートの利用環境
ＫＴ提案の情報系の仕組み
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に標準提案シートを作成する。
②ＰＳＣで作られ標準提案シートはＢＰＣにリ
リースされ保管される。
③ＢＰＣでは、提案書作成依頼があると営業マ
ンと打合せながら提案書を作成するが、この
時、保管されている「標準提案シート」と組
み合わせて効率良く作成する。
④作成された提案書は営業マンに渡し、顧客に
プレゼンテーションする。
⑤同時に提案書のコピーをとり、自社ＢＰＣの
閲覧用に供する。
⑥また、提案書はＰＳＣにもコピーが送付され
全国の提案データベースに登録される。
⑦ＰＳＣでは、データベース登録の際「全国に
参考になりそうな好事例」を選択し、ＢＰＣ
あてに定期的にフィードバックする。
⑧また、好事例の中から「事例シートＤＢ」に
登録し電子情報としてもＢＰＣにフィード
バックする。
　これが、一連の情報の流れである。一方通行
ではなく、双方向の情報のやりとりが、この仕
組みの特徴になっている。提案書情報の収集と
フィードバックに加えて標準シートを提供して
いることが、成功している要因の１つである。
（4）　提案事例発表会
　第４に各地で提案事例発表会を開催し、提案
書のつくり方や商談の進め方についての優秀事
例を共有した。年に１回はその全国大会を開催
し、問題解決提案型販売の全国普及を盛り上げ
ていった。成功した商談の成功要因を感じ取り、
セールスマン本人の商談に活かしたり、スタッ
フの戦術･販促策の発想に活かしたりできる。例
年 1,000人を超える参加者がある。
　提案事例発表会は、以下のような進め方をし
ている。
①販売会社内での発表会や評価を経て地域大会
へ事例を提出する。
②複数の販売会社が集まった地域単位で「地区
大会」開催される。
③この地区大会の中から選抜されて、本大会で
ある「全国提案事例発表会」に提案事例がエ
ントリーされる。
④本部での「事例評価会」で優秀事例が決定さ
れる。
⑤この優秀事例の中から特に参考になる事例を
選び、発表していただく。
（5）　第４段階のまとめ
　以上のように、「ＫＴ法を活用した提案力強化
教育」を中心に、組織文化の変革を支援する「提
案インフラ整備」や「標準提案シートの提供」、
「提案書のナレッジマネジメント」、さらには「提
案事例発表会」について説明してきたが、全て
を同時に立ち上げたのではない。1985年から順
次活動を拡大してきた。ＫＴ法という問題解決・
意思決定の手法を学習し（組織文化変革の第２
段階）､それを営業活動の実務に適用し（組織文
化変革の第３段階）､提案書の標準や提案書の共
有の仕組みの標準を作りながらＰＤＣＡを廻し
て改善し（組織文化変革の第４段階）､たくさん
の成功事例を生んで基本的仮定の定着（組織文
化変革の第５段階）にたどり着いたのである。
　第１ステップは、「準備期」と位置づけること
ができる。問題解決・意思決定手法としての「Ｋ
Ｔ法」を提案書作成システムに応用し、問題解
決提案型販売へ組織文化を変革するための教育
をすすめた時期である。提案力強化の基本コン
セプトを作ったり、提案を中心とした販売プロ
セスの標準モデルを作ったり、提案書の基本デ
ザインを設計したりした。この段階で基本コン
セプトを「ユーザーニーズに対応した提案力の
強化」とし、商品効用訴求型ではなく問題解決
提案型販売へ進んでいくことを宣言した。組織
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文化変革の第１・第２段階に対応する。
　第２ステップは、「発展期」と位置づけること
ができる。問題解決実践活動の成功事例の増大
によって新しい基本的仮定の有効性に組織の
トップが気づき、組織をあげて取組みが始まっ
た。組織のトップが承認したことにより全国に
広がっていった。この時期は､組織的なインフラ
作り（ＰＳＣ／ＢＰＣ／ＰＡ）をすすめた。基
本行動定着のためのフォロー教育を展開し、提
案書作成支援のインフラを整備して実務適用を
支援した。組織文化変革の第３段階に対応する。
　第３ステップは、「発展期」と位置づけられる。
ＫＴ法を活用した問題解決提案型販売への組織
文化の変革は、10年を経過した時点で一応の成
果を見せていた。「ＫＴ提案」が問題解決提案販
売の代名詞となり、顧客ニーズやＭＵＳＴ／Ｗ
ＡＮＴなどの共通言語が飛び交い、Ｒ社の販売
部門の光り物となった。組織文化変革の第５段
階である「組織成員の基本的仮定の変化」が一
応達成できたといっていい。ただ、環境がパソ
コン・ネットワーク時代になってきた。提案書
作成のインフラもネットワーク時代に対応でき
るように改善した時期である。提案情報のデー
タベース化にも取り組み、ナレッジマネジメン
トの進展を図ろうとした。組織文化変革の第４
段階に対応する。　
５　基本的仮定の定着……第5段階
　全社の成果をまとめると次のようになる。
　第１に、提案書ＤＢへの登録件数が増大した
（ただし後述するように、1998年をピークに登録
件数が減少しだしている点が気になっている）。
　第２に、提案書ＤＢの活用が活発になった。Ｄ
Ｂへのアクセス件数が、月約 1,500件、ダウン
ロード件数が月約1,000件になっている。情報の
共有･活用が図られている事を示している。
　第３に、大手企業で行われる提案コンペに勝
利する件数が増大し、勝利する割合も向上して
いる。また、１件何億円という大型受注を獲得
しているケースも増えてきた。
　第４に、いくつかの注目すべき知識が創造さ
れだした。
成　　果
　組織文化の変革は、成果が出ないと成功しな
い。その成果は、最終的には顧客満足の向上と
競争優位に結びつかなければならない。その為
には、１人１人の成果だけでなく、組織として
知識が創造される必要がある。組織文化の変革
過程で創造された組織的な知識の事例には、「２
つの販売の三角形」や「ＸＡＰ攻略の秘訣」、「４
つの提案モデル」などがある。
　以上見てきたように、ＫＴ法を活用したＲ社
の組織文化の変革は成功した。営業部門に所属
する社員の基本的仮定は、「商品の効用を理解し
ていただければ、お客様は喜んで購入してくだ
さる」（商品効用訴求型販売）から、「お客様の
問題を解決する提案ができれば、お客様は喜ん
で購入してくださる」（問題解決提案型販売）に
変化した。すなわち、基本的仮定は組織成員に
定着した。組織文化変革の第５段階である。
　しかし、Ｒ社の営業部門は、組織文化の変革
に取組んで20年が経過しようとしている今、ま
た新たな変革が必要になってきていると私は
思っている。取り巻く環境が変化し、うまくいっ
ていたことが、うまくいかなくなってきている。
第１に、提案書の登録件数が減ってきている。第
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２に、クラーク（ＰＡ）が減少している。第３
に、提案書作成支援の組織的な取組みが、個人
的な取組みに変化している。ＩＴの進展の影響
が大きい。それは、クラーク（ＰＡ）の存在理
由にも変化を及ぼしている。
　さらに重要な環境変化は、お客様における
ネット購買の増大である。それにより、訪問販
売における顧客とセールスマンの関係性に変化
の兆しが見える。
　ただ、問題解決活動が失敗続きで基本的仮定
にゆらぎが生じ新しい基本的仮定の仮説が芽生
えるところまではいっていない。そこに近づい
ている兆候を感じるだけである。そうだとすれ
ば、新しい基本的仮定の仮説をつくり、それを
実現するための手法を模索しておくことが賢明
な処置といえるであろう。
　ＴＱＣを活用したリコーの企業文化の変革や
シックスシグマを活用したＧＥの企業文化の変
革と同じように本稿の事例からも、企業文化や
組織文化を変革するには「組織文化の変革の５
段階モデル」を踏襲することが有効であること
がわかる。（注 16）
　組織文化の変革の５段階モデルに私が気づい
たのは、本稿で取り上げた「ＫＴ提案」に携わっ
たのがきっかけとなった。それを立ち上げたＨ
氏やＩＴ環境を整備したＭ氏・Ｔ氏ら携わった
全ての人に感謝したい。また、組織文化や企業
文化の変革に取り組もうとしている企業や組織
の方々に役立てていただければ幸いである。
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なったか（過去）」は発生型の問題、「なぜそうなっ
ているか（現在）」は探索型の問題、「なぜそうなる
か（未来）」は設定型の問題。問題を時系列の構造
にしている。私は、あるべき姿と現状の認識の有無
でとらえ、４種類にした。
（注 5）ジャック・ウェルチ　『ジャック・ウェルチ　わが
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経営（下）』　日本経済新聞社　2001年　185ペー
ジ。
（注 11）毛沢東「実践論」『現代の名著 64』　中央公論社　
1969年　353ページ。
（注 12）ＫＴ法については、Ｃ．Ｈ．ケプナー　Ｂ．Ｂ．トリ
ゴー『新・管理者の判断力』産能大学出版部参照。
（注 13）ＳＰＩＮ法については、ニール・ラッカム　『ＳＰ
営業部門における組織文化の変革
－ 68－
ＩＮ式販売戦略』　ダイヤモンド社　1995年　参照。
（注 14）株式会社リコー経営企画室　『経営品質報告書』　
株式会社リコー　1999年　15ページ。
（注 15）ＫＴ法を活用した「ＫＴ提案」については、高多清
在『問題解決と意思決定の世界標準・ＫＴ法』実業
之日本社 50ページから 59ページ参照。
（注 16）「ＴＱＣによるリコーの企業文化の変革」の事例
は、多摩大学大学院修士論文で取り上げた。そこで
は、「ＫＴ法によるホンダの企業文化の変革」や「Ｉ
ＳＯによるリコーの企業文化の変革」、「日本経営
品質賞（ＪＱＡ）によるＮＥＣの組織文化の変革」
の事例も取り上げた。「シックスシグマによるＧＥ
の企業文化の変革」は『産業関係研究所年報2003』
で取り上げた。
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